
貸借対照表 
(2024 年 3 月 31 日現在) 

        (単位：千円) 
資  産  の  部 負  債  の  部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

 流動資産 569,901   流動負債 93,398  
  現金及び預金 468,947    未払金 62,308  
  売掛金 95,270    未払法人税等 30,754  
  未収金 3,102    その他 334  

  預け金 1,058  負債合計 93,398  

  前払費用 3,584  純  資  産  の  部 

  貸倒引当金 △2,061   株主資本 836,710  
 固定資産 360,207    資本金 200,000  
  無形固定資産 274,462    資本剰余金 166,679  
   ソフトウェア 205,171     資本準備金 166,679  
   ソフトウェア仮勘定 69,290    利益剰余金 2,602,790  
  投資その他の資産 85,745     その他利益剰余金 2,602,790  
   繰延税金資産 85,745      繰越利益剰余金 2,602,790  
       （うち当期純利益） （187,943）  
       自己株式 △2,132,760  

     純資産合計 836,710  

資産合計 930,108  負債純資産合計 930,108  
(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。



 

 

個別注記表 
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  
１ 固定資産の減価償却の方法 

無形固定資産： 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、将
来の利用可能期間を見積もり、当社が合理的と判断した以下の耐用年数によ
る定額法を採用しております。 

 ・ウェブを利用したサービス提供に係るもの：２年 

 ・その他：５年 

 

２ 引当金の計上基準 

貸倒引当金：債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。 

 

３ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法は、税抜方式によっております。 
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